
の雨水排水施設や、調整池などの 布佐地区で頻繁に発生する浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

布佐地区では、放流先である手賀川水位の影響により、内水が円滑に排除されず、一部の低地部において、 雨水幹線工事(4)（補助対象）【継続費】R3年～4年（R3.7～R4.7）
長年に渡り常襲的な浸水被害が発生している。Ｈ２６年度に布佐ポンプ場が完成したことから、雨水排水を 付帯工事(4)【継続費】R3年～4年（R3.7～R4.7）
布佐ポンプ場まで円滑に排水するため、雨水幹線を整備する。 当該年度 雨水幹線工事(3)（補助対象）【継続費】R2年～3年（R2.7～R3.7）

執行計画 付帯工事(3)【継続費】R2年～3年（R2.7～R3.7）
(3)事業内容 内　　容 家屋事前調査(4)（R3.5～R3.9）

支障物移設工事(水道・汚水)（R3.4～R3.12）
雨水幹線工事の整備延長【継続費】R2年～3年のR3年分 想定値 113当該年度
雨水幹線工事の整備延長【継続費】R3年～4年のR3年分 単位 m

活動結果指標 実績値 47

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 雨水幹線工事(3)(4)を行う。 直接 雨水管整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1900m)） % 6 10

令和 4年度 雨水幹線工事を行う。 直接 雨水管整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1900m)） % 18

令和 5年度 雨水幹線工事を行う。 直接 雨水管整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1900m)） % 26

布佐排水区は、布佐ポンプ場は完成したが、幹線を整備しなければ水害対策が完了したことにならないことから幹線を早期に整
(7)事業実施上の課題と対応 備するが必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 雨水幹線工事(3)【継続費】R2年～3年 32,000 ＊ 雨水工事(3)【継続費】R2年～3年補助 48,000 42,720 ＊ 雨水幹線工事(4)【継続費】R3年～4年 212,000 ＊ 雨水幹線工事(5)【継続費】R4年～5年 150,000
＊ (補助対象) ＊ 付帯工事(3)【継続費】R2年～3年起債 18,000 16,272 ＊ （補助対象) ＊ （補助対象)
＊ 付帯工事(3)【継続費】R2年～3年 12,000 ＊ 舗装他復旧工事(3)起債 24,873 0 ＊ 付帯工事(4)【継続費】R3年～4年 27,000 ＊ 付帯工事(5)【継続費】R4年～5年 30,000
＊ (起債対象) ＊ 雨水工事(4)【継続費】R3年度分補助 88,000 0 ＊ （起債対象） ＊ （起債対象）
＊ 家屋事前調査（３） 5,800 ＊ 付帯工事(4)【継続費】R3年度分起債 18,000 0 ＊ 舗装本復旧(4)（起債対象） 3,000 ＊ 舗装本復旧(5)（起債対象） 5,000
＊ 家屋事後調査（２） 2,000 ＊ 家屋事前調査(4)・事後調査(2) 7,000 6,101 ＊ 雨水幹線工事(5)【継続費】R4年～5年 100,000 ＊ 雨水幹線工事(6)【継続費】R5年～6年 120,000
＊ 家屋補償算定（２）（起債対象） 2,800 ＊ 家屋補償費算定・補償費(3)起債 5,700 0 ＊ （補助対象) ＊ （補助対象)

実施内容 ＊ 家屋補償（２）（起債対象） 2,400 ＊ 支障物移設工事(水道)(起債対象) 3,327 3,326 ＊ 付帯工事(5)【継続費】R4年～5年 20,000 ＊ 付帯工事(6)【継続費】R5年～6年 20,000
＊ 支障物移設工事(水道汚水)(起債対象) 10,000 ＊ 支障物移設補償(ガス)(起債対象) 2,700 2,593 ＊ （起債対象） ＊ （起債対象）

(8)施行事項
費　　用 ＊ 支障物移設補償(ガス東電)(起債対象) 10,000 ＊ 特別調査 2,110 2,110 ＊ 家屋事前調査(5) 10,000 ＊ 家屋事前調査(6) 10,000

＊ 舗装本復旧（起債対象） 17,000 ＊ 借地料・測量費・印紙代 1,202 391 ＊ 家屋事後調査(4) 7,500 ＊ 家屋事後調査(5) 7,500
＊ 修正設計業務 1,000 ＊ 【繰越】雨水工事(3)R2年～3年補助 32,000 32,000 ＊ 家屋補償算定(4)(起債対象） 10,000 ＊ 家屋補償算定(5)(起債対象） 10,000
＊ 住民説明会 ＊ 【繰越】付帯工事(3)R2年～3年起債 12,000 12,000 ＊ 家屋補償(4)(起債対象) 18,000 ＊ 家屋補償(5)(起債対象) 18,000
＊ ガス協議（高圧） ＊ 【繰越】舗装本復旧(起債対象) 17,000 13,508 ＊ 支障物移設工事(水道汚水)(起債対象) 10,000 ＊ 支障物移設工事(水道汚水)(起債対象) 10,000

＊ 【繰越】支障物移設工事(水道)起債 5,380 5,005 ＊ 支障物移設補償(ガス東電)(起債対象) 10,000 ＊ 支障物移設補償(ガス東電)(起債対象) 10,000
＊ 【繰越】支障物移設補償(ガス)起債 8,000 5,022 ＊ 特別調査 4,500 ＊ 特別調査 4,500
＊ 【繰越】実施設計3(補助対象) 26,000 20,416 ＊ 借地料 1,000 ＊ 借地料 1,000
＊ 【繰越】家屋事後調査(1)(2/2) 2,000 1,364 ＊ 住民説明会 ＊ 住民説明会
＊ 【繰越】家屋補償費算定(2)起債 2,800 1,288

【繰越】家屋補償費(2)(起債対象) 2,400 57
予算(決算)額 合　　計 95,000 合　　計 326,492 164,173 合　　計 433,000 合　　計 396,000
国庫支出金 補助率 50 ％ 16,000 補助率 50 ％ 91,750 47,550 補助率 50 ％ 156,000 補助率 50 ％ 135,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 69,300 充当率 100 ％ 222,450 108,267 充当率 100 ％ 257,300 充当率 100 ％ 241,400

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 9,700 ■特会 □受益 □基金 □その他 12,292 8,356 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,700 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,600
換算人数(人) 0.99 0.93 0.93 0.99 0.99
正職員人件費 8,613 8,277 8,277 8,811 8,811

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 103,613 334,769 172,450 441,811 404,811
(11)単位費用

5,756.28千円／m 2,962.56千円／m 3,669.15
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　布佐地区は、地盤高が放流先の手賀川灌漑期水位より低いことや雨水幹線の排水能力不足により水害が発生していた。 ●①事前確認での想定どおり
平成２６年度末に布佐ポンプ場が完成し手賀川水位の影響がなくなったが、上流域では、未だ水害が発生している。原因 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ としては、雨水幹線の能力不足によるため、雨水を早く布佐ポンプ場に集めることが、水害対策となることから今後は、 ○要
   背景は？(事業の必要性) 雨水幹線の整備が必要不可欠となる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

雨水幹線の能力不足に伴う浸水被害が発生しているため、雨水幹線の整備が必要。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 浸水被害を軽減するためには、雨水幹線の整備が必要である

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ことから、提供主体は市となる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

工事が順調に進捗したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 334,769 △231,156 172,450 51.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

支障物移設協議に時間を要し、本体工事が繰越となったため。

△223.1

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 支障物移設協議に時間を要し、４工区の工事の進捗が遅

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 れているため。

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.19

% 1億円 2.32 194.96

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進

様

していく。

式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 746 課コード 0604 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 布佐排水区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 ■布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和12年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.93 人）
(1)事業概要

(当　初) 240,579 千円 (うち人件費 8,277 千円）⑦事業費
総事業費 2,230,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 334,769 千円 (うち人件費 8,277 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市排水施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場など



の浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

根戸排水区中流部に位置する当該地区は、国道6号北側に隣接し、根戸地先の我孫子・柏両市混在住宅地に ・草刈業務（年１回）
囲まれた起伏の激しい周辺地盤より低地なすり鉢状の地形的特長と手賀沼方面へ流下する国道6号下の既存 ・柏市との協議（９月～３月）
横断排水管の著しい排水能力不足に起因して、集中豪雨時には、国道6号横断管上流直近の開渠排水路部に 当該年度
隣接した住宅地・耕作地内冠水等の出水被害を引き起こしている。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 このことから、当該地区の常習的出水による人的・財産的な被害発生を防御し治水安全度を確保するため、
緊急的な水災軽減策として、洪水調整機能を有する暫定的な排水施設を確保し、抜本的な水害対策を行うま
での間、適切に維持管理する。 暫定調整池の維持管理 想定値 1当該年度

単位 箇所
活動結果指標 実績値 1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 暫定調整池の維持管理 直接 暫定調整池の維持管理 箇所 0 1

令和 4年度 暫定調整池の維持管理 直接 暫定調整池の維持管理 箇所 1

令和 5年度 暫定調整池の維持管理 直接 暫定調整池の維持管理 箇所 1

第1段階の緊急策として実施している暫定調整値の維持には、現在借地している耕作地の利用が絶対条件であることから、引き
(7)事業実施上の課題と対応 続きの借地または買収を行う必要がある。柏市と混在流域であることから、費用負担協定の締結が不可欠である。被害発生の一 代替案検討 ○有 ●無

因である国道6号法面の多量の流下水対策について、国へ当該事業実施とあわせ改修実現に強く要望していくことが肝要である

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

草刈等委託 415 草刈等委託 418 418 草刈等委託 418 草刈等委託 418
関係機関協議（千葉国道他） 関係機関協議（千葉国道他） 関係機関協議（千葉国道他） 関係機関協議（千葉国道他）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 415 合　　計 418 418 合　　計 418 合　　計 418
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 415 418 418 418 418

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.03 0.03 0.03 0.03 0.03
正職員人件費 261 267 267 267 267

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 676 685 685 685 685
(11)単位費用

676千円／箇所 685千円／箇所 685
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

当該地区は、国道6号法面下に位置し、周辺地盤より低地なすり鉢上の地形的特長と既存排水路断面不足により、短時間 ●①事前確認での想定どおり
の降雨でさえ、沿川耕作地冠水や宅地内浸水が長年に渡り、頻発している。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　特に近年の突発的な集中豪雨時には、緊急的な防除措置も不可能であり、耕作物や自家用車への被害など財産的な被害 ○要
   背景は？(事業の必要性) も発生している浸水被害常襲地区である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　以上のことから、5年確率・50mm/hの計画降雨に対応する排水施設整備を計画的に進め、被害解消を図るとともに第1段 この事業を実施することで、必要とする調整池機能を維持することができた。なお、暫定調整池として借地していた土地
階として、緊急的な減災策を講じるものとし、被害地に洪水調整機能を有する排水施設を築造するものである。 を令和元年に取得したが、今後、暫定調整池のあり方について検討が必要である。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 根戸地区の浸水被害を軽減するためには、調整池機能を維持

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 する必要があり、提供主体は市しかいない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定どおり、事業を執行したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 685 △9 685 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.15

箇所 10万円 0.15 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 749 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 根戸排水区整備事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 根戸排水区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.03 人）
(1)事業概要

(当　初) 682 千円 (うち人件費 267 千円）⑦事業費
総事業費 676 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 685 千円 (うち人件費 267 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名) 都市排水路施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 根戸雨久保地区



、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 若松地区の浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

若松地区は、地盤が低く手賀沼との水位差が少ないため、内水が円滑に排除されず、頻繁に浸水被害が発生 R3.8～R4.3：雨水管布設（4-3工区）
している。浸水被害対策は、５箇所の樋管の築造に合わせ、低段地区は、ポンプ・自然排水併用としている R3.9～R4.3：樋管部管理橋設置（第4樋管、第5樋管）
ことから、４箇所のポンプ場を改修し、高段地区は、自然排水としていることから、手賀沼に直接排水する 当該年度 R3.9～R4.3：樋管部護岸整備（第4樋管、第5樋管）
専用の雨水管（バイパス管）を布設する。 執行計画 R2.6～R2.10：舗装本復旧工事（4-1・4-2工区）

(3)事業内容 内　　容 また、千葉県における手賀沼湖岸提の工事に合わせ、樋管の管理橋及び護岸の整備を行う。 R2.4～R2.8：家屋事前調査（4-4工区）
R2.4～R2.8：家屋事後調査（4-1工区・4-2工区）
雨水管布設工事の施工延長 想定値 134当該年度

単位 m
活動結果指標 実績値 83

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 雨水管布設工事を行う 直接 雨水管布設工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長1390m） % 75 85

令和 4年度 雨水管布設工事を行う 直接 雨水管布設工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長1390m） % 99

令和 5年度 雨水管布設工事を行う 直接 雨水管布設工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長1390m） % 100

雨水管布設工事は住宅地内での施工であり、同一地区内で複数工区の施工となることから工事による影響が大きいと危惧される
(7)事業実施上の課題と対応 。このことから若松の住民や水害対策委員会との綿密な調整が必要となる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ バイパス管工事（4-2工区） 82,200 ＊ バイパス管工事(4-3-2)(補助対象) 15,000 0 ＊ バイパス管工事(4-4工区)(補助対象) 87,600 ＊ 道路復旧工事(4-4工区)(起債対象) 10,500
＊ （補助対象） ＊ 樋管管理橋・護岸4,5(補助)(負担金) 32,000 0 ＊ 樋管部管理橋3(補助対象)(負担金) 12,300 ＊ 家屋事後調査(4-4工区) 10,000
＊ 樋管部管理橋1,2(補助対象) 16,600 ＊ 付帯工事(4-3工区)(起債対象) 21,962 1,298 ＊ 樋管部護岸3(補助対象)(負担金) 33,700 ＊ 家屋補償費算定(4-4工区)(起債対象) 12,000
＊ 付帯工事(4-2工区)(起債対象) 48,000 ＊ 道路復旧工事(4-2工区)(起債対象) 10,500 0 ＊ 付帯工事(4-4工区)(起債対象) 30,400 ＊ 家屋補償(4-4工区)(起債対象) 6,000
＊ 道路排水改修(4-3工区)(起債対象) 28,200 ＊ 家屋事後調査(4-1,4-2) 8,000 0 ＊ 道路復旧工事(4-3工区)(起債対象) 8,800
＊ 家屋事前調査(4-3,4-4工区) 14,100 ＊ 家屋補償費算定(4-1,4-2)(起債対象) 11,990 0 ＊ 家屋事後調査(4-3工区) 7,500
＊ 家屋事後調査(3-4工区) 5,600 ＊ 家屋補償(4-1,4-2)(起債対象) 4,800 0 ＊ 家屋補償費算定(4-3工区)(起債対象) 9,000

実施内容 ＊ 家屋補償費算定(3-3,3-4)(起債対象) 17,500 ＊ 支障物移設工事(水道)(起債対象) 8,000 0 ＊ 家屋補償(4-3工区)(起債対象) 4,500
＊ 家屋補償費(3-3,3-4)(起債対象) 12,000 ＊ 道路排水改修(4-4工区)(起債対象) 10,000 0

(8)施行事項
費　　用 ＊ 支障物移設補償(ガス)(起債対象) 13,600 ＊ 【繰越】バイパス管工事(4-2)補助 82,200 79,284

＊ 支障物移設工事(水道)(起債対象) 8,000 ＊ 【繰越】樋管部管理橋1,2(補助対象) 16,600 8,745
＊ 道路復旧工事(3-4工区)(起債対象) 10,700 ＊ 【繰越】付帯工事(4-2)(起債対象) 56,700 15,171

＊ 【繰越】支障物移設(水道)(起債対象) 13,000 11,275
＊ 【繰越】ﾊﾞｲﾊﾟｽ管工事(4-3-1)(補助) 32,000 36,761
＊ 【繰越】樋管部護岸工1,2(補助対象) 33,000 10,380
＊ 【繰越】支障物移設補償(ガス)(起債) 8,318 3,442
＊ 【繰越】家屋事前調査 6,442 6,123
＊ 【繰越】家屋補償費算定(起債対象) 12,716 12,716
＊ 【繰越】家屋補償費(起債対象) 10,004 7,531

予算(決算)額 合　　計 256,500 合　　計 393,232 192,726 合　　計 193,800 合　　計 38,500
国庫支出金 補助率 50 ％ 49,400 補助率 50 ％ 90,550 67,560 補助率 50 ％ 66,800 補助率 50 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 186,500 充当率 100 ％ 281,400 118,760 充当率 100 ％ 118,800 充当率 100 ％ 28,200

(9)財源内訳
一般財源 0 5,723 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 20,600 ■特会 □受益 □基金 □その他 15,559 6,406 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,200 ■特会 □受益 □基金 □その他 10,300
換算人数(人) 1.29 1.13 1.13 1.29 1.29
正職員人件費 11,223 10,057 10,057 11,481 11,481

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 267,723 403,289 202,783 205,281 49,981
(11)単位費用

2,599.25千円／m 3,009.62千円／m 2,443.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

若松地区の沼側の区域は、地盤が低く排水路の放流先となる手賀沼との水位差が少ないために、自然流下することが困難 ●①事前確認での想定どおり
になり大雨の度に頻繁に浸水被害が発生している。排水ポンプは完成したが、若松地区の５年確率降雨に対応するバイパ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ス管の整備も必要不可欠であり、建設することで浸水被害が大幅に減少すると推測される。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

若松地区の浸水被害を軽減するためには、ﾊﾞｲﾊﾟｽ管の整備が必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 若松地区の浸水被害を軽減するためには、ﾊﾞｲﾊﾟｽ管の整備が

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要であり、事業主体は市しかない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 工事を進めるにあたり、住民側の代表である若松地区水害対 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 策委員会との協議を行った。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
75 85 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

支障物撤去工事に時間を要し、ﾊﾞｲﾊﾟｽ管工事が繰越となったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 81 95.29
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 403,289 △135,566 202,783 50.28
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

支障物撤去工事に時間を要し、ﾊﾞｲﾊﾟｽ管工事が繰越となったため。

△50.64

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 支障物撤去工事に時間を要し、ﾊﾞｲﾊﾟｽ管工事が繰越とな

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ったため。

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.48

% 1億円 2.96 119.35

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 750 課コード 0604 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 若松第１～第５排水区の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 5年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 159,257 千円 (うち人件費 10,057 千円）⑦事業費
総事業費 1,120,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 403,289 千円 (うち人件費 10,057 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市排水施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路



出抑制施設の設置を指導し普及に努める。
施策目的・

(2)目的 に、浸透ますや浸透トレンチなどの雨水浸透施設の普及促進を図ります。 事業目的
展開方向

我孫子市開発等に伴う排水計画技術基準（雨水編）に基づき、排水放流申請に対する指導・回答・検査を実 開発等で、排水放流申請に対する指導・回答・検査を実施する。
施する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

申請件数 想定値 50当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 雨水流出抑制施設の設置。 間接 排水放流申請の回答率。 ％ 0 100

令和 4年度 雨水流出抑制施設の設置。 間接 排水放流申請の回答率。 ％ 100

令和 5年度 雨水流出抑制施設の設置。 間接 排水放流申請の回答率。 ％ 100

我孫子市開発等に伴う排水計画技術基準（雨水編）に基づき、適切に指導していく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

開発等への雨水流出抑制指導 0 開発等への雨水流出抑制指導 0 0 開発等への雨水流出抑制指導 0 開発等への雨水流出抑制指導 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.43 0.43 0.4 0.4
正職員人件費 3,480 3,827 3,827 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,480 3,827 3,827 3,560 3,560
(11)単位費用

69.6千円／件 76.54千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年多発傾向にあるゲリラ豪雨を含めた総合的な水害対策の一環として、開発等での土地利用に応じた浸水被害の起こり ●①事前確認での想定どおり
にくいまちとする為に雨水流出抑制施設の設置を指導し普及に努める。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

開発事業等への雨水流出抑制指導により、雨水流出を抑制することで、排水路等への負担軽減や浸水被害の軽減が図られ
た

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 「我孫子市開発等に伴う排水計画技術基準（雨水編）」に従

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 い雨水流出抑制の指導を実施することから、提供主体は市し
□その他 　促進された かいない。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 雨水流出抑制施設の普及により、浸水被害の軽減に寄与して 雨水流出抑制の指導を実施することで、浸水被害の軽減に寄 ●①想定どおり
□②生き物と共存している いる。 与することができた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

「我孫子市開発等に伴う排水計画技術基準（雨水編）」に従い、雨水流出抑制の
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

指導を実施した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,827 △347 3,827 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△9.97

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.61

％ 10万円 2.61 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 751 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 開発等への雨水流出抑制指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.43 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,827 千円 (うち人件費 3,827 千円）⑦事業費
総事業費 3,480 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62402 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害の軽減を図るため、住宅などの敷地内における雨水貯留タンクの設置を支援するととも 浸水被害の起こりにくいまちとする為、雨水流



促進する事で、雨水の流出を抑制し浸水被害の起こりにく
施策目的・

(2)目的 に、浸透ますや浸透トレンチなどの雨水浸透施設の普及促進を図ります。 事業目的 いまちへの意識向上を図る。
展開方向

雨水貯留タンク設置予定者からの申請を審査し、設置後に検査を行って補助金を交付する。 申請を審査し、設置後に検査を行って補助金を交付する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

雨水貯留タンクの設置基数 想定値 13当該年度
単位 基

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子市雨水貯留タンク設置補助金交付要綱の周知を図り、雨水貯留タンクの設置を促進する。 直接 雨水貯留タンクの累積設置基数 基 622 635

令和 4年度 我孫子市雨水貯留タンク設置補助金交付要綱の周知を図り、雨水貯留タンクの設置を促進する。 直接 雨水貯留タンクの累積設置基数 基 641

令和 5年度 我孫子市雨水貯留タンク設置補助金交付要綱の周知を図り、雨水貯留タンクの設置を促進する。 直接 雨水貯留タンクの累積設置基数 基 653

助金制度の周知は、進んでいない状況がある。広報及びホームページ等によるＰＲ活動を継続して実施すると共に、他の周知方
(7)事業実施上の課題と対応 法を検討の上で積極的な周知活動に努める。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

雨水貯留タンク設置補助金 500 雨水貯留タンク設置補助金 400 204 雨水貯留タンク設置補助金 400 雨水貯留タンク設置補助金 400

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 500 合　　計 400 204 合　　計 400 合　　計 400
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 500 400 204 400 400

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.26 0.26 0.17 0.17
正職員人件費 1,479 2,314 2,314 1,513 1,513

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,979 2,714 2,518 1,913 1,913
(11)単位費用

123.69千円／基 208.77千円／基 359.71
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年多発傾向にあるゲリラ豪雨を含めた総合的な水害対策の一環として、雨水流出抑制の効果がある雨水貯留タンクの設 ●①事前確認での想定どおり
置を促進し普及に努める。普及が進むことにより、都市型水害の軽減及び雨水の再利用に対する市民意識の向上が図れる ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

浸水被害軽減対策の一環として、雨水流出抑制効果のある雨水貯留タンクの設置・普及が進むことにより、浸水被害の軽
減や雨水の再利用に対する市民の意識向上が図られるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 雨水貯留タンクの設置に対して補助金を支給することで、雨

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 水流出抑制効果のある雨水貯留タンクの設置・普及が進むだ
□その他 　促進された けでなく、浸水被害の軽減や雨水の再利用に対する市民の意

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 識向上が図られた.
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 雨水流出抑制対策として、市民が雨水貯留タンクを設置する 市民が自ら行う雨水流出抑制対策として、市民が設置する雨 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ことに対し、行政として補助金を支給している。 水貯留タンクに対して、補助金を支給した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 雨水貯留タンクの普及により、雨水流出抑制に寄与している 雨水貯留タンクの普及により、雨水流出抑制に寄与した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(基) 目標値(b)(基) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(基) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
622 635 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市広報紙やホームページを活用し、雨水貯留タンクに対する補助金制度を広報し
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 629 99.06

たことで、雨水貯留タンクを一定数は普及させることができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,714 △735 2,518 92.78
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△37.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 補助金制度の広報について、市広報紙やホームページの

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ほか、各戸にチラシの配布等を行ったが、新型コロナの

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.48 影響もありに目標に至らなかった。

基 10万円 0.28 58.33

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 752 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 雨水貯留タンクの設置補助 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,714 千円 (うち人件費 2,314 千円）⑦事業費
総事業費 1,979 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62402 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害の軽減を図るため、住宅などの敷地内における雨水貯留タンクの設置を支援するととも 雨水貯留タンク設置者への補助制度により設置を



雨を円滑に排除するために、適正な維持管理や下水道施設の浸水に対しての機能維
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的 持、速やかな復旧を図る耐水化計画策定を実施し、十分その機能を発揮し維持できるようにする。
展開方向

市内のﾎﾟﾝﾌﾟ施設(２２箇所)点検 ﾎﾟﾝﾌﾟ施設管理業務(４月～３月まで)
布佐、若松第１～４ポンプ場の耐水化の実施 布佐、若松第１～４ポンプ場の耐水化計画策定

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

ﾎﾟﾝﾌﾟ施設(２２箇所)点検回数 想定値 192当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 192

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に雨水排水施設や、調整池などの雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに 直接 ﾎﾟﾝﾌﾟ施設(２２箇所)点検回数。 回 0 192
、施設の適切な維持管理を行う。

令和 4年度 市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に雨水排水施設や、調整池などの雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに 直接 ﾎﾟﾝﾌﾟ施設(２２箇所)点検回数。 回 192
、施設の適切な維持管理を行う。

令和 5年度 市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に雨水排水施設や、調整池などの雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに 直接 ﾎﾟﾝﾌﾟ施設(２２箇所)点検回数。 回 192
、施設の適切な維持管理を行う。
施設の老朽化や浸水のリスクを軽減するため、計画的に整備・改修計画を立てる必要性有り。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

排水施設維持管理費 5,596 排水施設維持管理費 6,379 6,145 排水施設維持管理費 6,379 排水施設維持管理費 6,379
排水施設維持管理費（下水道特会） 11,186 排水施設維持管理費（下水道会計） 12,583 11,284 排水施設維持管理費（下水道会計） 12,583 排水施設維持管理費（下水道会計） 12,583

＊ 下水道施設耐水化整備実施設計業務委託 ＊ 下水道施設耐水化整備工事(下水道会計)
(下水道会計)

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 16,782 合　　計 18,962 17,429 合　　計 18,962 合　　計 18,962
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,596 6,064 6,145 6,064 6,064

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 11,186 ■特会 □受益 □基金 □その他 12,898 11,284 ■特会 □受益 □基金 □その他 12,898 □特会 □受益 □基金 □その他 12,898
換算人数(人) 0.32 0.49 0.49 0.32 0.32
正職員人件費 2,784 4,361 4,361 2,848 2,848

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 19,566 23,323 21,790 21,810 21,810
(11)単位費用

101.91千円／回 121.47千円／回 113.49
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

計画的な整備・改修の実施や施設の定期点検や下水道施設の耐水化を実施することで、市街地や下水道施設の浸水被害を ●①事前確認での想定どおり
軽減しすることが見込まれるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

点検業務を実施し、市内のポンプ施設の機能を維持することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内のポンプ施設の維持管理は、施設の管理者である市で実

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 施する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 192 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定どおり、ポンプ施設の点検を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 192 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,323 △3,757 21,790 93.43
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△19.2

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 維持管理費が安価で契約できた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ●要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.82

回 10万円 0.88 107.32

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 753 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 市内ポンプ施設の点検 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.49 人）
(1)事業概要

(当　初) 24,038 千円 (うち人件費 4,361 千円）⑦事業費
総事業費 19,566 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 23,323 千円 (うち人件費 4,361 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 浸水被害の多い地区の降



に、排水施設の調査及び堆積物撤去工事を行い、十分その機
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的 能を発揮できるように維持する。
展開方向

調整池、排水路、管渠等の堆積物撤去工事。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 調整池、排水路、管渠等の堆積物撤去工事。(４月～３月まで)
　　　　　　　　　　

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

調整池、排水路、管渠等の堆積物撤去工事箇所数 想定値 20当該年度
単位 箇所

活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 堆積物撤去工事により、排水施設の機能を十分発揮できる。 直接 調整池、排水路、管渠等の堆積物撤去工事箇所数 箇所 0 20

令和 4年度 堆積物撤去工事により、排水施設の機能を十分発揮できる。 直接 調整池、排水路、管渠等の堆積物撤去工事箇所数 箇所 20

令和 5年度 堆積物撤去工事により、排水施設の機能を十分発揮できる。 直接 調整池、排水路、管渠等の堆積物撤去工事箇所数 箇所 20

雨水排水施設が多いために十分な調査が出来ないところがあり、苦情等が出てから対応することもある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

堆積物撤去工事費 17,000 堆積物撤去工事費 17,000 16,762 堆積物撤去工事費 17,000 堆積物撤去工事費 17,000
堆積物撤去工事費（下水道特会） 3,000 堆積物撤去工事費（下水道特会） 3,000 2,629 堆積物撤去工事費（下水道特会） 3,000 堆積物撤去工事費（下水道特会） 3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 20,000 合　　計 20,000 19,391 合　　計 20,000 合　　計 20,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 17,000 17,000 16,762 17,000 17,000

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,000 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,000 2,629 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,000 □特会 □受益 □基金 □その他 3,000
換算人数(人) 0.26 0.44 0.44 0.26 0.26
正職員人件費 2,262 3,916 3,916 2,314 2,314

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 22,262 23,916 23,307 22,314 22,314
(11)単位費用

1,113.1千円／箇所 1,195.8千円／箇所 1,226.68
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

道路や宅地内に降った雨を円滑に排除するために、排水施設の調査及び堆積物撤去工事を行って十分その機能を発揮でき ●①事前確認での想定どおり
るようにする。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

堆積物撤去工事を行うことで、排水施設の機能を維持することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 排水施設の堆積物撤去工事は、施設の管理者である市が行う

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 20 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

想定どおり、堆積物撤去工事を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 19 105.26
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,916 △1,654 23,307 97.45
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.08

箇所 10万円 0.08 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 755 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 排水施設堆積物撤去業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.44 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,916 千円 (うち人件費 3,916 千円）⑦事業費
総事業費 22,262 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 道路や宅地内に降った雨を円滑に排除するため



、良好な状態を維持及び河川環境を保全する。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

排水施設周辺の環境を保全するために、定期的な草刈を行う。 草の繁茂する時期(５月～１２月)に草刈を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

草刈面積 想定値 16.4当該年度
単位 ha

活動結果指標 実績値 16.2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民生活の安全と流水断面の確保及び河川環境を保全する。 直接 草刈面積 ha 0 16.4

令和 4年度 市民生活の安全と流水断面の確保及び河川環境を保全する。 直接 草刈面積 ha 16.4

令和 5年度 市民生活の安全と流水断面の確保及び河川環境を保全する。 直接 草刈面積 ha 16.4

市民の要望・苦情に対し、委託業者との連絡を密にする。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

草刈委託料 47,355 草刈委託料 48,446 48,397 草刈委託料 48,446 草刈委託料 48,446
草刈委託料（下水道特会） 2,073 草刈委託料（下水道特会） 2,414 1,840 草刈委託料（下水道特会） 2,414 草刈委託料（下水道特会） 2,414

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 49,428 合　　計 50,860 50,237 合　　計 50,860 合　　計 50,860
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 47,355 48,446 48,332 48,787 50,860

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,073 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,414 1,905 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,073 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.34 0.34 0.25 0.25
正職員人件費 2,175 3,026 3,026 2,225 2,225

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 51,603 53,886 53,263 53,085 53,085
(11)単位費用

2,965.69千円／ha 3,285.73千円／ha 3,287.84
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

排水施設用地を適切に管理し、かつ排水既設の排水機能を維持するため、定期的な草刈が必要。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

草刈業務を実施することにより、排水施設の周辺環境を良好な状態に維持管理することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 施設管理者である市が草刈を実施することで、排水施設の周

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 辺環境を良好な状態に維持することができる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(ha) 目標値(b)(ha) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(ha) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 16.4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定どおり、草刈を実施した
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 16.2 98.78
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 53,886 △2,283 53,263 98.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

ha 10万円 0.03 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 756 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 排水施設の草刈業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.34 人）
(1)事業概要

(当　初) 53,886 千円 (うち人件費 3,026 千円）⑦事業費
総事業費 51,603 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 草刈り等を実施することで有効な流水断面を確保し



子市の特徴的な自然環境を構成する利根川の自然環境の保全を図る。
施策目的・

(2)目的 辺の保全などの核となる事業を推進します。また、くらしの中で自然が感じられるよう、「手賀沼沿い斜面 事業目的
展開方向

林保全条例」と「緑地等保全及び緑地の推進に関する条例」に基づく指定やその維持管理に対する助成など
河川愛護運動に伴い、市民、市役所職員、我孫子建設業会の協力を得て田中調節池から布佐に至る利根川堤 ９月　　　職員・国土交通省・建設業会へ協力依頼
防敷の清掃を実施する。 １０月　　市民参加者募集を広報に掲載

当該年度 １１月　　河川清掃実施
執行計画           国交省へ実績報告

(3)事業内容 内　　容

河川敷清掃参加人数 想定値 100当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 堤防敷に捨てられているゴミを回収する事により、利根川の自然環境を維持する。 直接 河川敷清掃参加人数 人 0 100

令和 4年度 堤防敷に捨てられているゴミを回収する事により、利根川の自然環境を維持する。 直接 河川敷清掃参加人数 人 100

令和 5年度 堤防敷に捨てられているゴミを回収する事により、利根川の自然環境を維持する。 直接 河川敷清掃参加人数 人 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

食糧費 16 食糧費 0 0 食糧費 16 食糧費 16

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 16 合　　計 0 0 合　　計 16 合　　計 16
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 16 0 0 16 16

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.29 0.31 0.31 0.29 0.29
正職員人件費 2,523 2,759 2,759 2,581 2,581

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,539 2,759 2,759 2,597 2,597
(11)単位費用

25.39千円／人 27.59千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

利根川河川敷は、空き缶等の投棄によりゴミが散乱しており、自然環境に良い影響を与えていない。利根川河川敷の管理 ●①事前確認での想定どおり
者は国土交通省であるが、市もこのような状況を見逃すわけにはいかず、対応する必要がある。こんな中、毎年、河川愛 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 護月間に伴い、国土交通省から市と共同で河川清掃を行いたいという申し入れがある。利根川河川敷をきれいにするには ○要
   背景は？(事業の必要性) 、市だけではなく河川管理者である国土交通省と協力することにより、より効果的に取組むことが出来ると考えられる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

利根川河川敷は広大な面積を有するため、事業実施には相当の労力を必要とする。市民、市職員を動員し、また、建設業 河川愛護の一環として、河川清掃を実施し、利根川河川敷の美化や自然環境の保護を行うことができる。
界の協力（機械、人材の提供）を得られる本事業は、確実な成果を得られる。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 実施場所が利根川河川敷であり、河川管理者（国土交通省）

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 と協力して実施することから、市が主導する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 広報やホームページ、利根川沿線の自治会へチラシを配布し 広報やホームページ、利根川沿線自治会へチラシを配布し、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 、市民に参加を呼びかけ、また、我孫子建設業会に参加依頼 市民に参加を呼びかけ、多くの市民参加を募る。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り をし、提供を得て実施している。 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルス感染症のまん延防止を考慮し、今年度の

河川清掃を中止とした。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ゴミの撤去により利根川の美化に貢献している。 河川清掃により、空き缶やペットボトル、不法投棄されたタ ○①想定どおり
□②生き物と共存している イヤなどを回収することができ、利根川の自然環境の保護と ●②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 美化に貢献することができる。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 新型コロナウイルス感染症のまん延防止を考慮し、今年度の ●不要

河川清掃を中止とした。
＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

河川清掃を中止したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,759 △220 2,759 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 河川清掃を中止したため。 ●不要

△8.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 河川清掃を中止したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.62

人 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
河川愛護の一環として、市民と協働で河川清掃を実施することで、利根川河川敷の美化・自然環境の保護に貢献できることから、今後も現状ど
おり推進する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 757 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 河川愛護事業（利根川河川清掃） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.31 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,775 千円 (うち人件費 2,759 千円）⑦事業費
総事業費 2,539 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,759 千円 (うち人件費 2,759 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11301 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの市民が自然にふれあい、憩うことができるよう、市民との連携により谷津ミュージアムや古利根沼周 手賀沼とともに、我孫



し、適正な利用が図れるようにする。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

法定外公共物(水路)は行政財産であるので、工作物(電柱等)を設置するなどの工事を行う時、又は占用(宅 ３月　更新を迎える占有者の把握　　
地出入口の橋等)する時は、市の許可を得、それに伴う使用料を納めなければならない。　このことにより ４月  更新通知郵送　・　占用料使用料の請求書郵送
、法定外公共物(水路)の維持・管理に支障をきたす工作物の設置を防ぐことができる。 当該年度 ６月　未更新者へ督促　　　

執行計画 ８月　占用料使用料未納者へ督促 
(3)事業内容 内　　容

占用料使用料の件数（３０件＋新規申請見込み５件） 想定値 35当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 33

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 法定外公共物(水路)の占用申請(更新)を提出及び新規使用者の申請の徹底。 直接 占用料の徴収率 % 0 100

令和 4年度 法定外公共物(水路)の占用申請(更新)を提出及び新規使用者の申請の徹底。 直接 占用料の徴収率 % 100

令和 5年度 法定外公共物(水路)の占用申請(更新)を提出及び新規使用者の申請の徹底。 直接 占用料の徴収率 % 100

関係地権者の境界への疑問や不満に対し、わかりやすい説明を行う
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

法定外公共物の占用申請の徹底 0 法定外公共物の占用申請の徹底 0 0 法定外公共物の占用申請の徹底 0 法定外公共物の占用申請の徹底 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.45 0.45 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 4,005 4,005 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,610 4,005 4,005 2,670 2,670
(11)単位費用

27.47千円／件 114.43千円／件 121.36
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成11年7月に成立した「地方分権の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」により水路等の法律によらない法 ●①事前確認での想定どおり
定外公共物の管理は、機能管理、財産管理ともに市町村の自治事務として行うこととなったため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法定外公共物（水路）を適正に管理するために、その許認可・使用料の徴収を実施する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法定外公共物の管理は、その管理者である市で行う必要があ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法定外公共物（水路）の使用料について、予定どおり徴収することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,005 △1,395 4,005 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△53.45

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.5

% 10万円 2.5 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 758 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 法定外公共物(水路)の管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,005 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 2,610 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 法定外公共物(水路)を常に良好な状態に管理



2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

市と申請人、代理人（測量士等）及び関係地権者と共に申請箇所の境界立会を行い、境界同意を得、境界標 境界確定の申請に応じ、境界確定をおこなう。（随時）
の設置、確定図の作成。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

境界確定率（境界確定件数／申請件数） 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 境界同意を得る。境界標の設置。境界確定図の作成。 直接 境界確定率（境界確定件数／申請件数） % 0 100

令和 4年度 境界同意を得る。境界標の設置。境界確定図の作成。 直接 境界確定率（境界確定件数／申請件数） % 100

令和 5年度 境界同意を得る。境界標の設置。境界確定図の作成。 直接 境界確定率（境界確定件数／申請件数） % 100

関係地権者の境界への疑問や不満に対し、分かりやすい説明を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

境界確定業務 100 境界確定業務 100 0 境界確定業務 100 境界確定業務 100

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 100 合　　計 100 0 合　　計 100 合　　計 100
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 100 100 0 100 100

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.25 0.25 0.15 0.15
正職員人件費 1,305 2,225 2,225 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,405 2,325 2,225 1,435 1,435
(11)単位費用

14.05千円／％ 23.25千円／％ 22.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

申請者のさまざまな理由により境界確定の申請がある。 ●①事前確認での想定どおり
また、公共用地を適切に管理するためにも境界確定は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

境界確定業務を行うことにより、公共用地を適切に管理することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 境界確定業務は、公共用地の財産管理者である市が行う必要

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

関係地権者の協力により、境界を確定することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,325 △920 2,225 95.7
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△65.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.3

% 10万円 4.49 104.42

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 759 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 管理用地境界の確定業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,325 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 1,405 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 境界確定申請箇所の官・民境界の確定
施策目的・

(



に、排水施設の維持補修工事を行う事で、十分な機能を発揮
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的 できるように維持する。
展開方向

排水施設の機能を維持するため、老朽化した排水施設や破損した排水施設の維持補修の工事を行う。（市内 雨水排水施設、雨水流出抑制施設、管渠等の維持補修工事。（４月～３月）
全域・随時）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

維持補修工事の箇所数。 想定値 35当該年度
単位 箇所

活動結果指標 実績値 35

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 定期的な維持補修工事を行い、排水施設の機能を十分発揮できるようにする。また、施設の長寿命化も踏まえ、施設の計画的な 直接 維持補修工事の箇所数。 箇所 0 35
維持補修を実施する。

令和 4年度 定期的な維持補修工事を行い、排水施設の機能を十分発揮できるようにする。また、施設の長寿命化も踏まえ、施設の計画的な 直接 維持補修工事の箇所数。 箇所 35
維持補修を実施する。

令和 5年度 定期的な維持補修工事を行い、排水施設の機能を十分発揮できるようにする。また、施設の長寿命化も踏まえ、施設の計画的な 直接 維持補修工事の箇所数。 箇所 35
維持補修を実施する。
雨水排水施設が多いために十分な調査が出来ないところがあり、苦情等が出てから対応することもある。

(7)事業実施上の課題と対応 施設の劣化に伴い維持補修費が年々増加する傾向にあり、困難度を増している。その対応には、計画的な修繕が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

排水施設維持工事費 29,000 排水施設維持工事費 33,500 32,991 排水施設維持工事費 29,000 排水施設維持工事費 29,000
排水施設維持管理負担金工事 3,000 排水施設維持管理負担金工事 3,000 3,000 排水施設維持管理負担金工事 3,000 排水施設維持管理負担金工事 3,000

＊ 中峠幹線改修工事（４工区） 73,700 排水施設維持工事費（下水道会計） 3,000 2,254 排水施設維持工事費（下水道会計） 3,000 排水施設維持工事費（下水道会計） 3,000
＊ (L=96ｍ)（起債対象）

排水施設維持工事費（下水道会計） 3,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 108,700 合　　計 39,500 38,245 合　　計 35,000 合　　計 35,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 73,700 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 32,000 36,500 35,991 32,000 35,000

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,000 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,000 2,254 □特会 □受益 □基金 □その他 3,000 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.96 0.91 0.91 0.65 0.65
正職員人件費 8,352 8,099 8,099 5,785 5,785

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 117,052 47,599 46,344 40,785 40,785
(11)単位費用

3,344.34千円／箇所 1,359.97千円／箇所 1,324.11
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

道路や宅地内に降った雨を河川に円滑に排除するために、排水施設の調査及び補修工事を行うことが必要。 ●①事前確認での想定どおり
また、金谷排水機場などの重要な雨水施設が築造から２０年以上経過し、施設の劣化が顕著になってきたため、予防保全 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の観点と修繕費の平準化に配慮した修繕計画を策定する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

維持補修工事を実施することで、排水施設の機能を維持することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 排水施設の管理者である市が、維持補修工事を実施する必要

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 35 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予算内で必要な維持補修工事を行うことができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 35 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 47,599 69,453 46,344 97.36
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

59.34

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定していたより維持補修工事の件数が少なかったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

箇所 10万円 0.08 87.5

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 760 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 排水施設維持補修工事 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.91 人）
(1)事業概要

(当　初) 47,599 千円 (うち人件費 8,099 千円）⑦事業費
総事業費 117,052 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 道路や宅地内に降った雨を円滑に排除するため



被害の多い地区の降雨を円滑に排除するために、適正な維持管理を実施して十分その機能を発揮し維持
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的 できるようにし、金谷排水機の長寿命化修繕計画策定を行い事故や機能停止の未然防止及びライフサイクル
展開方向

コスト最小化を図り、この計画に沿って今後の維持修繕及び設備更新工事を行って行く。
完成から約３０年経過する金谷排水機場は田中調節池の水位が上がり内水が自然流下できなくなった場合に 金谷排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設点検。(４月～３月)
稼働させる重要な施設で、金谷排水機場に不具合があり稼働できないと、我孫子市北部地区で甚大な浸水被 金谷排水機の長寿命化計画に伴う実施設計（７月～１２月）
害が起きる。これを防ぐために次のことが必要となる。 当該年度
金谷排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設点検。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 金谷排水機の長寿命化修繕計画策定。
金谷排水機場の維持修繕及び設備更新工事。

金谷排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設点検の進捗率。 想定値 100当該年度
金谷排水機の長寿命化計画に伴う実施設計。 単位 ％

活動結果指標 実績値 50

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 金谷排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設を点検することで、施設の機能を十分発揮できる。 直接 排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設点検の進捗率。 ％ 0 100
金谷排水機の長寿命化計画を基に、維持修繕工事及び設備更新工事の実施設計を行う。 金谷排水機の長寿命化計画に伴う実施設計の進捗率。

令和 4年度 金谷排水機場を点検することで、施設の機能を十分発揮できる。 直接 排水機場のﾎﾟﾝﾌﾟ施設点検の進捗率。 ％ 100
金谷排水機の長寿命化計画に伴う実施設計を基に、維持修繕工事及び設備更新工事を行う。 金谷排水機の維持修繕工事及び設備更新工事の進捗率。

令和 5年度 金谷排水機場を点検することで、施設の機能を十分発揮できる。 直接 排水機場ﾎのﾟﾝﾌﾟ施設点検の進捗率。 ％ 100
金谷排水機の長寿命化計画に伴う実施設計を基に、維持修繕工事及び設備更新工事を行う。 金谷排水機の維持修繕工事及び設備更新工事の進捗率。
施設が老朽化しているので、計画的な改修計画が必要。

(7)事業実施上の課題と対応 金谷排水機場の電気、機械設備の大規模な修繕や更新を事後保全的な維持管理で行った場合、中長期的に維持管理コストが非常 代替案検討 ○有 ●無
に高くなる可能性が大きいため、長寿命化修繕計画を策定し予防保全的な維持管理を行う必要がある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

金谷排水機場施設維持管理費 1,448 金谷排水機場施設維持管理費 4,748 3,091 金谷排水機場施設維持管理費 1,448 金谷排水機場施設維持管理費 1,448
＊ 金谷排水機場長寿命化計画策定業務 19,822 ＊ 金谷排水機場長寿命化に伴う実施設計 22,121 4,500 ＊ 金谷排水機場電気機械設備更新工事 ＊ 金谷排水機場電気機械設備更新工事

（起債対象） （起債対象） （起債対象）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 21,270 合　　計 26,869 7,591 合　　計 1,448 合　　計 1,448
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 100 ％ 17,600 3,500 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 20,344 4,801 2,558 1,448 1,448

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 926 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,468 1,533 □特会 □受益 □基金 ■その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 0
換算人数(人) 0.66 0.81 0.81 0.66 0.66
正職員人件費 5,742 7,209 7,209 5,874 5,874

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 27,012 34,078 14,800 7,322 7,322
(11)単位費用

270.12千円／％ 340.78千円／％ 296
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

定期点検を実施しない場合、市街地への雨水抑制に対応できないおそれがある。 ●①事前確認での想定どおり
長寿命化計画を策定し、この計画に沿った対応をすることで、機能停止や事故の未然防止及びライフサイクルコストの最 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 小化を図る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

定期的に点検することで、金谷排水機場の機能を維持することができた。長寿命化計画を策定し、実施設計に取り掛かっ
た。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 施設の管理者である市が実施する必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定通り点検を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 50 50

長寿命化計画に伴う実施設計については繰越明許となったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 34,078 △7,066 14,800 43.43
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 長寿命化計画策定の工期延長及び計画に基づく実 ●不要

長寿命化計画策定の工期延長及び計画に基づく実施設計内容の増量に伴 施設計内容の増量に伴い、本設計業務を年度内に
い、本設計業務を年度内に完了することが困難となり繰越明許となった 完了することが困難となり繰越明許となったため

△26.16 ため。 。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 長寿命化計画策定の工期延長及び計画に基づく実施設計

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 内容の増量に伴い、本設計業務を年度内に完了すること

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.29 が困難となり繰越明許となったため。

％ 10万円 0.34 117.24

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 761 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 金谷排水機場ポンプの点検 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.81 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,047 千円 (うち人件費 7,209 千円）⑦事業費
総事業費 150,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 34,078 千円 (うち人件費 7,209 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 浸水



。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

市内全域において、常襲的な浸水被害発生地又近年の突発的な集中豪雨により浸水被害が発生した地域の雨 ・緊急浸水対策工事（側溝改修、Ｕ字溝蓋のグレーチング化、集水桝の増設など）の実施（通年）
水排水施設の改修及び浸水対策施設の設置等を行い、浸水被害を軽減させる。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

緊急浸水対策箇所数 想定値 5当該年度
単位 箇所

活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内浸水箇所の浸水被害軽減 直接 緊急浸水対策箇所数 箇所 5 5

令和 4年度 市内浸水箇所の浸水被害軽減 直接 緊急浸水対策箇所数 箇所 5

令和 5年度 市内浸水箇所の浸水被害軽減 直接 緊急浸水対策箇所数 箇所 5

浸水箇所で５年確率降雨に対応する排水施設及び面整備されていない地域は、抜本的な解決策とはならないことから、５年確率
(7)事業実施上の課題と対応 降雨に対応した施設整備を進める。また、近年の突発的な集中豪雨は、５年確率降雨以上の雨が降り被害が大きくなっているた 代替案検討 ○有 ●無

め、被害軽減に向けた対策が必要である。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

緊急浸水対策工事 18,000 緊急浸水対策工事 18,000 12,282 緊急浸水対策工事 18,000 緊急浸水対策工事 18,000
設計業務委託 500 設計業務委託 500 407 設計業務委託 500 設計業務委託 500
支障物件移設補償費 200 支障物件移設補償費 200 0 支障物件移設補償費 200 支障物件移設補償費 200

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 18,700 合　　計 18,700 12,689 合　　計 18,700 合　　計 18,700
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 18,700 18,700 12,689 18,700 18,700

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.51 0.51 0.65 0.65
正職員人件費 5,655 4,539 4,539 5,785 5,785

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 24,355 23,239 17,228 24,485 24,485
(11)単位費用

4,871千円／箇所 4,647.8千円／箇所 3,445.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

浸水被害常襲地及び近年の集中豪雨による浸水被害地で床上浸水の被害が発生している。雨水の収集施設を設置すること ●①事前確認での想定どおり
により被害の軽減が図れる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

緊急浸水対策として事業を実施することで、浸水被害を軽減することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 緊急浸水対策として設置する雨水排水施設は市の施設であり

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 提供主体は市しかいない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

浸水対策工事の計画実施を予定どおり実施できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,239 1,116 17,228 74.13
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

浸水対策工事の計画実施を予定どおり実施できたため。

4.58

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 浸水対策工事の計画実施を予定どおり実施できたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.15

箇所 1000万円 2.9 134.88

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1537 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 緊急浸水対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.51 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,239 千円 (うち人件費 4,539 千円）⑦事業費
総事業費 24,355 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 市内全域における浸水箇所の浸水被害を軽減させる



るため、利根川・手賀沼の水防体制が強化されている。
施策目的・

(2)目的 ・県へ働きかけるとともに、手賀川・手賀沼の適正な水位管理を要望していきます。また、国・県と連携し 事業目的
展開方向

ながら水防体制を維持します。
河川の氾濫を防ぐため、利根川の重要水防箇所のさらなる強化、手賀沼の湖岸堤防整備、排水機場施設の運 ・利根川や手賀沼の重要水防箇所の整備を国や県に要望する（通年）
用調整などの取り組みを国・県と連携しながら水防体制を強化します。 ・利根川、手賀川、手賀沼の河川合同巡視（５月・６月）

当該年度 ・洪水時における水防活動（情報伝達・連絡調整）（洪水時）
執行計画

(3)事業内容 内　　容

河川合同巡視の参加率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 重要水防箇所を中心に河川合同巡視を行うことで、洪水時の水防活動に備える。 直接 河川合同巡視の参加率 % 0 100

令和 4年度 重要水防箇所を中心に河川合同巡視を行うことで、洪水時の水防活動に備える。 直接 河川合同巡視の参加率 % 100

令和 5年度 重要水防箇所を中心に河川合同巡視を行うことで、洪水時の水防活動に備える。 直接 河川合同巡視の参加率 % 100

河川の氾濫を防ぐため利根川や手賀沼の更なる堤防強化を国や県に働きかけるとともに、手賀川の水位管理している国（北千葉
(7)事業実施上の課題と対応 導水路管理支所）が、台風等の大雨や異常気象による降雨で必要があると判断されたときは事前放流（手賀沼の水位を予め下げ 代替案検討 ○有 ●無

る）することは、水害の軽減に有効な手段であることから、引き続き実施されるよう市より国に要請する必要がある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

河川防災に向けた協議 0 河川防災に向けた協議 0 0 河川防災に向けた協議 0 河川防災に向けた協議 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.34 0.34 0.35 0.35
正職員人件費 3,045 3,026 3,026 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,045 3,026 3,026 3,115 3,115
(11)単位費用

30.45千円／% 30.26千円／% 30.26
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年、台風や異常気象による突発的な雨が頻繁に起こっており、洪水被害を防止するため手賀沼や利根川の重要水防箇所 ●①事前確認での想定どおり
の強化について河川管理者と協議を行う必要がある。その中でも、手賀沼の水位は手賀沼周辺地区に対して浸水被害の恐 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ れがあるため、計画どおり手賀沼湖岸堤整備を進めるよう河川管理者と協議をし、要望していく必要性がある。また、河 ○要
   背景は？(事業の必要性) 川等の巡回は、利根川や手賀沼の水位や堤防状況を把握することで、素早く適切な水防活動ができ、河川防災の強化につ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ながる。 河川巡視により利根川及び手賀沼の水位や堤防状況を把握することで、素早く適切な水防活動ができ、河川防災の強化に
つながる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 水防本部である市が主導して河川巡視により利根川及び手賀

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 沼の水位や堤防状況を把握することで、素早く適切な水防活
□その他 　促進された 動ができ、河川防災の強化につながる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 利根川沿線の自治会あてに巡視の参加を呼びかけ、実際に重 利根川右岸及び手賀川において、国・県・市・で水防の共同 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 要水防箇所に赴き、国・市・地域住民で共同点検を行う。 点検を行った ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルス感染症拡大を考慮し、地域住民との共同

点検は行わなかった。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定どおり河川巡視を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,026 19 3,026 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.3

% 10万円 3.3 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
河川巡視により利根川及び手賀沼の水位や堤防状況を把握することで、迅速で適切な水防活動ができ、河川防災の強化につながることから、今
後も現状どおり推進する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1568 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 河川防災の強化に向けた取組み 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成24年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.34 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,026 千円 (うち人件費 3,026 千円）⑦事業費
総事業費 3,045 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 70104 重点３ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

河川の氾濫を防ぐため、利根川の重要水防箇所の重点的な巡視点検の強化、手賀沼の湖岸堤防整備などを国 災害に強いまちづくりを実現す



池などの 天王台６丁目の浸水被害を軽減させる。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

天王台６丁目は、局部的にすり鉢状の地形をしており、且つ下流側のＪＲ成田線の横断管の排水能力が小さ 工事完了後の家屋事後調査及び補償を行う。
いため、大雨時には雨水排水が集中し、常襲的に浸水被害を引き起こしている。
このため、雨水排水施設の整備を行い、水害の軽減を図る。 当該年度
令和３年度に事業完了。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

工事完了後の家屋補償業務の進捗率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 工事完了後の家屋事後調査及び補償 直接 工事完了後の家屋補償業務の進捗率 ％ 0 100

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

公園内の暫定貯留施設と幹線である雨水管の布設が完了したため、工事の影響による周辺家屋の補償を完了させる必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 道路復旧工事（起債対象） 13,500 ＊ 【繰越】家屋事後調査 1,276 1,276
＊ 支障物移設工事（水道）（起債対象） 14,000 ＊ 【繰越】家屋補償算定（起債対象） 8,505 8,250
＊ 支障物移設補償（ガス）（起債対象） 6,000 ＊ 【繰越】家屋補償（起債対象） 3,875 1,519
＊ 家屋事後調査 6,000
＊ 家屋補償算定（起債対象） 9,000
＊ 家屋補償（起債対象） 4,200

実施内容 ＊ 「その他の財源」の16,600の内
＊ 10,000は、水道負担金

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 52,700 合　　計 13,656 11,045 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 36,100 充当率 100 ％ 12,200 9,734 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 16,600 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,456 1,311 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.05 0 0 0 0
正職員人件費 9,135 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 61,835 13,656 11,045 0 0
(11)単位費用

61,835千円／箇所 136.56千円／％ 110.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

天王台６丁目は、局部的にすり鉢状の地形をしており、且つ下流側のＪＲ成田線の横断管の排水能力が小さいため、大雨 ●①事前確認での想定どおり
時には雨水排水が集中し、常襲的に浸水被害を引き起こしている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ このことから、早急に排水施設を整備することで浸水被害を解消し、治水安全度を向上させる必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

天王台6丁目地区の浸水対策工事の完了に伴い、家屋事後調査等を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 天王台6丁目地区の浸水対策工事の完了に伴い、家屋事後調

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 査等が必要であり、提供主体は市しかいない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定どおり、家屋事後調査等を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,656 48,179 11,045 80.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

予定どおり、家屋事後調査等を行った。

77.92

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 予定どおり、家屋事後調査等を行った。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.73

％ 10万円 0.91 124.66

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
天王台6丁目地区の浸水対策工事については、家屋事後調査等を実施し、事業が完了となる。 事業が完了。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1781 課コード 0604 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 天王台地区の整備(天王台6丁目地区浸水対策事業） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,656 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 650,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名) 都市排水施設の整備

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整



綱」に従って雨水浸透施設設置届の提出を指導することで、浸透施設の
施策目的・

(2)目的 に、浸透ますや浸透トレンチなどの雨水浸透施設の普及促進を図ります。 事業目的 普及が促進し、都市型水害の軽減を図ることができる。
展開方向

建築確認を受けて建築物を新築するときには、「我孫子市雨水浸透施設設置推進要綱」に従って敷地内に雨 「我孫子市雨水浸透施設設置推進要綱」の周知を図る為に、窓口を始め関係機関への周知や届出への協力を
水浸透施設を設置するよう努めること及び設置届の提出が必要なことを指導する。 指導する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

雨水浸透施設設置届出件数 想定値 70当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 34

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子市雨水浸透施設設置推進要綱の周知を図る為に、窓口を始め関係機関への周知や届出への協力を指導する。 間接 雨水浸透施設設置届出件数／建築物の新築件数。 ％ 0 100

令和 4年度 我孫子市雨水浸透施設設置推進要綱の周知を図る為に、窓口を始め関係機関への周知や届出への協力を指導する。 間接 雨水浸透施設設置届出件数／建築物の新築件数。 ％ 100

令和 5年度 我孫子市雨水浸透施設設置推進要綱の周知を図る為に、窓口を始め関係機関への周知や届出への協力を指導する。 間接 雨水浸透施設設置届出件数／建築物の新築件数。 ％ 100

我孫子市雨水浸透施設設置推進要綱による指導なので、窓口を始め関係機関への周知等には強制力がない。都市型水害の軽減を
(7)事業実施上の課題と対応 図ることに資する事等は、積極的な説明を重ねる事によって理解を得られるよう努めていく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

雨水浸透施設設置及び同届提出の指導 0 雨水浸透施設設置及び同届提出の指導 0 0 雨水浸透施設設置及び同届提出の指導 0 雨水浸透施設設置及び同届提出の指導 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.31 0.25 0.25 0.31 0.31
正職員人件費 2,697 2,225 2,225 2,759 2,759

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,697 2,225 2,225 2,759 2,759
(11)単位費用

38.53千円／件 31.79千円／件 65.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年多発傾向にあるゲリラ豪雨を含めた総合的な水害対策の一環として、建築物の敷地内に雨水浸透施設の設置を指導し ●①事前確認での想定どおり
普及に努める。普及が進むことにより、浸水被害の軽減を図ることができる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

雨水浸透施設の普及が進むことにより、浸水被害の軽減を図ることができる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 雨水浸透施設の普及を図るためには、「我孫子市雨水浸透施

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 設設置推進要綱」に基づき、市が主導して行う必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 建築確認を受けて建築物を新築する際に、建築物の敷地内に 雨水浸透施設の普及により各戸からの雨水排水量が低減し、 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 雨水浸透施設を設置するよう努めることや設置届の提出を指 浸水被害の軽減が図れた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 導する。普及をすることにより、浸水被害の軽減を図ること

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ができる。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ホームページや説明会等参加者へのチラシの配布などの周知活動を行ったが、法
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 48.57 48.57

的拘束力がないため、実績値が小さくなってしまった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,225 472 2,225 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ホームページや説明会等参加者へのチラシの配布などの

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 周知活動を行ったが、法的拘束力がないため、実績値が

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.49 小さくなってしまった。

％ 10万円 2.18 48.55

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1976 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 雨水浸透施設の普及促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成23年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,225 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 2,697 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62402 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害の軽減を図るため、住宅などの敷地内における雨水貯留タンクの設置を支援するととも 「我孫子市雨水浸透施設設置推進要



に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 市街地での浸水被害の発生を防止するため、計画的に幹線排水路の整備を進めるとともに、施設の適切な維
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的 持管理を行います。
展開方向

柴崎排水区の下流部では、周辺を高台に囲まれている地形であることから雨水幹線の排水能力不足に起因し 雨水幹線整備工事（２工区）【継続費】R2年～4年(R2.8～R4.11）
、浸水被害が常習的に頻発している。このことから、雨水幹線の排水能力向上を目的とし、既存の雨水管を 付帯工事（２工区）(R3.4～R4.3）
改修する。 当該年度 柴崎幹線雨水管整備設計業務委託(JR常磐線横断部)(R3.7～R4.3)

執行計画
(3)事業内容 内　　容

雨水幹線工事（２工区）の整備延長【継続費】R2年～4年のR3年分 想定値 80当該年度
単位 m

活動結果指標 実績値 80

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 雨水幹線（２工区）工事を進める【継続費】R2年～4年 直接 雨水幹線整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1180m)） % 10 15

令和 4年度 雨水幹線（２工区）工事を完了させる【継続費】R2年～4年 直接 雨水幹線整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1180m)） % 24

令和 5年度 雨水幹線（３工区）工事を進める【継続費】R5年～6年 直接 雨水幹線整備工事の進捗率（施工済延長／施工予定延長(約1180m)） % 32

工事箇所が我孫子市道のほか、国道・県道・ＪＲ横断を伴うため関連機関との綿密な調整が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 幹線整備工事(２工区)【継続費】R2年 73,000 ＊ 幹線整備工事(２工区)【継続費】R2年 260,000 260,000 ＊ 幹線整備工事(２工区)【継続費】R2年 254,000 ＊ 幹線整備工事(3工区)【継続費】R5年 181,200
＊ ～4年（補助対象） ＊ ～4年（補助対象） ＊ ～4年（補助対象） ＊ ～6年（補助対象）
＊ 雨水仮排水工事(２工区) 30,400 ＊ 付帯工事(２工区)(起債対象) 35,838 35,838 ＊ 雨水仮排水撤去工事(２工区) 20,000 ＊ 付帯工事(3工区)(起債対象) 30,000
＊ 付帯工事(２工区)(起債対象) 30,000 ＊ 借地料 150 149 ＊ 付帯工事(２工区)(起債対象) 30,000 ＊ 雨水仮排水工事(３工区) 30,000
＊ 支障物移設工事(水道)(起債対象) 5,000 ＊ ＪＲ横断部基本設計 10,000 0 ＊ ＪＲ横断部実施設計（補助対象） 30,000 ＊ 特別調査(起債対象) 3,000
＊ 支障物移設補償(東電・ガス)(起債対象) 13,000 ＊ 【繰越】付帯工事(２工区)(起債対象) 27,734 18,799 ＊ 実施設計（４工区）（補助対象） 20,000 ＊ 支障物移設補償(東電・ガス) 10,000
＊ 設計単価特別調査(起債対象) 3,000 ＊ 【繰越】支障物移設補償(東電・ガス)( 13,000 3,256 ＊ 借地料 150 ＊ (起債対象)

実施内容 ＊ 家屋事前調査 3,000 ＊ 家屋事後調査(2工区) 3,000 ＊ 支障物移設工事(水道)(起債対象) 10,000
＊ 借地料 87 ＊ 補償算定(2工区) 3,600 ＊ 借地料 2,000

(8)施行事項
費　　用 ＊ 家屋補償費(2工区) 1,800 ＊ 家屋事前調査 5,000

予算(決算)額 合　　計 157,487 合　　計 346,722 318,042 合　　計 362,550 合　　計 271,200
国庫支出金 補助率 50 ％ 36,500 補助率 50 ％ 130,000 130,000 補助率 50 ％ 167,000 補助率 50 ％ 90,600
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 100 ％ 86,900 充当率 100 ％ 206,200 187,740 充当率 100 ％ 201,800 充当率 100 ％ 143,100

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 △30,000 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 34,087 ■特会 □受益 □基金 □その他 10,522 302 ■特会 □受益 □基金 □その他 23,750 ■特会 □受益 □基金 □その他 37,500
換算人数(人) 1.05 1.28 1.28 1.05 1.05
正職員人件費 9,135 11,392 11,392 9,345 9,345

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 166,622 358,114 329,434 371,895 280,545
(11)単位費用

7,244.43千円／m 4,476.43千円／m 4,117.93
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市街地での浸水被害の発生を防止するため、計画的に幹線排水路の整備を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行い ●①事前確認での想定どおり
ます。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

柴崎地区・天王台地区の浸水被害を軽減するためには、柴崎雨水幹線の整備が必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 柴崎地区・天王台地区の浸水被害を軽減するためには、柴崎

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 雨水幹線の整備が必要であり、提供主体は市しかない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 15 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

受注者からの工事工法の提案等で進捗率を上げることができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 15 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 358,114 △191,492 329,434 91.99
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

受注者からの工事工法の提案等で進捗率を上げることができたため。

△114.93

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 受注者からの工事工法の提案等で進捗率を上げることが

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 できたため。

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.4

% 1億円 1.52 108.57

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2162 課コード 0604 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 柴崎排水区整備事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 柴崎排水区の整備（柴崎幹線整備事業） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 令和 4年度 ～ 令和12年度 ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 1.28 人）
(1)事業概要

(当　初) 288,042 千円 (うち人件費 11,392 千円）⑦事業費
総事業費 3,840,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 358,114 千円 (うち人件費 11,392 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的



施設台帳のシステム化を行い、計画的な改築・更新・維持管理を行う。
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的
展開方向

下水道事業公営企業会計への移行に伴い、下水道台帳管理システム・固定資産台帳システムが導入されるこ 雨水排水施設台帳の作成を行う。（３月）
とから、雨水排水施設についても市内の既存施設の調査を行い、GISシステム導入に合わせ、雨水排水施設 雨水排水施設データ更新作業を行う。（５月～８月）
台帳システムを構築し毎年最新の排水施設データに更新することにより計画的な改築・更新・維持管理を行 当該年度 統合型GISシステムの導入。（４月～３月）
う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

雨水排水施設台帳の作成の進捗率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 統合型ＧＩＳシステムの導入 直接 雨水排水施設台帳の作成の進捗率 ％ 0 100
雨水排水施設台帳の作成を行う

令和 4年度 雨水排水施設データ、台帳の更新作業 直接 雨水排水施設データ、台帳の更新の進捗率 ％ 100

令和 5年度 雨水排水施設データ、台帳の更新作業 直接 雨水排水施設データ、台帳の更新の進捗率 ％ 100

台帳システム導入のためには既存雨水排水施設及び法定外公共物の把握が必要不可欠であるが、市内全域の調査は複数年に渡り
(7)事業実施上の課題と対応 調査を行う必要がある。そのため、台帳システム構築と並行して調査を行い、順次台帳システムに反映させていく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 雨水排水施設台帳作成 4,477 ＊ 統合型ＧＩＳシステムの導入 0 雨水排水施設データ、台帳更新 781 雨水排水施設データ、台帳更新 781
（データ更新作業含む） （情報政策課で予算計上） ＊ 浸水想定区域図更新 13,000

＊ 統合型ＧＩＳシステム導入検討 ＊ 雨水排水施設データ更新 825 319
＊ 雨水排水施設台帳作成(繰越分) 3,762 176

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,477 合　　計 4,587 495 合　　計 13,781 合　　計 781
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,477 4,587 495 13,781 781

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.72 0.87 0.87 0.3 0.3
正職員人件費 6,264 7,743 7,743 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,741 12,330 8,238 16,451 3,451
(11)単位費用

107.41千円／% 123.3千円／% 82.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道法により公共下水道管理者は下水道台帳を調整保管することとなっており、下水道事業公営企業会計への移行に伴 ●①事前確認での想定どおり
い、雨水排水施設台帳のシステム化を併せて行う。ついては、統合型GISシステムを複数課で一括導入することで、より ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 安価にシステム化を行うことができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

雨水排水施設台帳は令和3年度に構築されたGISシステムで作成することにより、経済的、効率的に作成することができた
。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 雨水排水施設台帳の整備は雨水排水施設の管理者である市で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 行う必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

雨水排水施設台帳の作成が完了した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,330 △1,589 8,238 66.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ GIS導入により委託予定であった内容が一部不要 ●不要

GIS導入により委託予定であった内容が一部不要となり、安価で完了し となり、安価で完了したため。
たため。

△14.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 GIS導入により委託予定であった内容が一部不要となり

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 、安価で完了したため。

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.81

％ 10万円 1.21 149.38

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2164 課コード 0604 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 雨水排水施設台帳の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.87 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,634 千円 (うち人件費 7,743 千円）⑦事業費
総事業費 80,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,330 千円 (うち人件費 7,743 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排水施設や、調整池などの 雨水排水



水施設や、調整池などの 公共下水道施設のすべてを対象とし、将来にわたって適切に維持管理、改築、修繕を行っていくためストッ
施策目的・

(2)目的 雨水流出抑制施設の整備・改修を進めるとともに、施設の適切な維持管理を行います。 事業目的 クマネジメント計画を策定し実施することを目的とする。
展開方向

　ストックマネジメントに基づく予防保全型の施設管理を実現するため、明確かつ具体的な施設管理の目標 ストックマネジメントに伴う雨水幹線改修実施設計業務委託(７月～１２月)
を設定し、リスク検討に基づく点検・調査計画及び修繕・改築計画を策定する。 （久寺家幹線、関東幹線、青山幹線、布佐北１号幹線、布佐南部幹線）
　また、これらの計画を実行し、評価、見直しを行うとともに施設情報を蓄積し、ストックマネジメントの 当該年度
精度向上を図る。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　具体的には、①導入準備、②施設情報の収集・整理、③施設管理の目標設定、④リスクの検討、⑤点検・
調査計画の策定及び実行、⑥修繕・改築計画の策定及び実行、⑦評価の見直しという工程となる。
　なお、汚水事業（下水道課）、雨水事業（治水課）の計画策定を同時に行う。 修繕・改築計画の各年度の実施内容達成率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 修繕・改築計画の各年度の実施内容達成率 直接 修繕・改築計画の各年度の実施内容達成率 ％ 0 100

令和 4年度 修繕・改築工事を行う 直接 修繕・改築工事の進捗率 ％ 100

令和 5年度 修繕・改築工事を行う 直接 修繕・改築工事の進捗率 ％ 100

公共施設の長寿命化については、市全体の施設の修繕・改築計画と整合を図る必要があるため、資産経営課及び下水道課、治水
(7)事業実施上の課題と対応 課で調整を図っていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画に基づく 4,037 ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ修繕・改築設計委託料 407 0 ＊ ＊
点検調査業務（雨水分） （交付金対象）
（交付金対象）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4,037 合　　計 407 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 50 ％ 2,010 補助率 0 ％ 160 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 200 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,027 ■特会 □受益 □基金 □その他 47 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 ■特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.63 0.53 0.53 0.63 0.63
正職員人件費 5,481 4,717 4,717 5,607 5,607

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,518 5,124 4,717 5,607 5,607
(11)単位費用

2,643.89千円／km 51.24千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

下水道ストックは昭和４０年代から平成１０年代に集中的に整備され、今後急速に老朽化することが見込まれる。 ●①事前確認での想定どおり
その一方で自治体の財政状況は逼迫化していることから、維持管理から改築更新までのライフサイクルコストの低減化や ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 予防保全型施設管理の導入により、戦略的な維持管理・改築更新を行い、もって下水道サービス提供の持続性を図るため ○要
   背景は？(事業の必要性) 。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

計画的に修繕・改築計画を策定する必要があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 雨水排水施設の管理者である市が行う必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

今回の点検対象には、計画的に修繕・改築すべき損傷等がなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,124 4,394 4,717 92.06
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

46.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 今回の点検対象には、計画的に修繕・改築すべき損傷等

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 がなかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.95

％ 10万円 0 0

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2222 課コード 0604 会計種別 公営企業会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 建設部・治水課

個別事業 下水道ストックマネジメント事業（雨水） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ 令和 4年度 ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.53 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,811 千円 (うち人件費 4,717 千円）⑦事業費
総事業費 61,060 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,124 千円 (うち人件費 4,717 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62401 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市街地での浸水被害を軽減するため、計画的に幹線排水路、ポンプ場などの雨水排


